
中間指針に関するＱ＆Ａ集 目次 
 
＜総論＞ 

①全般 

問１．中間指針の位置付けと内容について 

 

問２．損害賠償請求をするのに期限（時効）はあるのか。 

 

問３．損害賠償金に課税はなされるのか。また、なされるとして、それはどの時点

でなされるのか（賠償金受取時、確定時など）。 

 

問４．中間指針で対象とされていない損害は賠償対象とならないのか。 

 

問５．中間指針までに示されなかった損害等については、今後も検討対象となるの

か。 

 

②支払手続 

問６．損害賠償金はいつ払われるのか。仮払いのスケジュール如何。 

 

問７．損害賠償金をもらうためにはどうすればよいか。 

 

（関連問１．）損害賠償請求に関する相談をしたい場合、どこにすればよいのか。 

 

（関連問２．）団体や市町村等を経由せずに、１個人あるいは１法人として東京電

力株式会社に請求する場合、その手続はどうなるのか。 

 

問８．賠償金の支払手続に備えて、どのような資料を用意すればよいか。 

 

問９．損害賠償金の額はどのように決まるのか。 

 

問１０．請求額の１／２の仮払いを受けたが、最終的な賠償金額の確定と精算はい

つ行われるのか。 

 

問１１．東京電力が全てを賠償できなかった場合、国は東京電力に代わって賠償す

るのか。 

 

問１２．仲介組織はいつできるのか。仲介の申込みにはどのような資料が必要なの

か。 
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問１３．仲介組織を経由せずに裁判することは可能か。また、仲介の内容が不満で

あれば裁判することはできるのか。 

 

問１４．団体が損害賠償請求のとりまとめに要した事務費は賠償対象となるのか。 

 

＜避難住民の方向け＞ 

①対象区域 

問１５．警戒区域の住民は、一時立入においてビニール袋一袋分の荷物しか持ち出

せないなど、計画的避難区域の住民等と比較してより大きな不利益を被っており、

賠償内容に差を設けるべきではないか。 

 

問１６．警戒区域内でも、３km 圏内の住民は一時立入の対象外とされているなど、

それ以外の住民と比較してより厳しい状況に置かれており、何らかの追加的な賠

償を行うべきではないか。 

 

問１７．(6)の「地方公共団体が住民に一時避難を要請した区域」とは具体的には

どこを指すのか。 

 

問１８．(4)（緊急時避難準備区域）の住民と(6)（地方公共団体が住民に一時避難

を要請した区域）とで、賠償対象となる損害の範囲や始期・終期等に差がある場

合には、その内容と根拠如何。 

 

②避難等対象者 

問１９．[避難等対象者]について、平成２３年６月２０日以降に緊急時避難準備区

域から同区域外に避難を開始した者を子供、妊婦等に限っているのは何故か。 

 

③検査費用（人） 

問２０．ここでいう検査費用には、自治体等が実施する健康診断を受けた場合も含

まれるのか。 

 

問２１．避難等対象者以外で、避難指示等区域内で復旧作業等を行った者などが自

ら健康診断を受けた場合は、賠償の対象となるのか。 

 

④避難費用 

問２２．避難指示等がなかった区域から避難した住民の避難費用などは賠償の対象

とならないのか。 

 

問２３．避難指示等を受ける前に自主的に避難を行った場合でも賠償を受けられる

のか。 
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問２４．避難中に宿泊したホテル等の宿泊費は支払われるのか。いくらまで支払わ

れるのか。 

 

問２５．自治体が提供する避難先ではなく、アパート等を自ら探して避難した場合

にも、賠償してもらえるのか。 

 

問２６．県が実施する、自主的にアパート等を借りた避難者に対する支援措置の対

象とならない者（家賃６万円以上の物件に入居した者等）の家賃は、賠償の対象

となるのか。 

 

問２７．屋内退避が解除されたが、都合により避難先に当分の間留まることにした

い。この場合、宿泊費等の避難費用は賠償の対象となるのか。 

 

問２８．応急仮設住宅での光熱水道費は避難費用として賠償の対象とならないのか。 

 

問２９．「生活費の増加分」として加算される賠償額はいくらか。 

 

問３０．避難費用に関して、領収書を保存していないが、損害賠償額はどのように

算定されるのか。 

 

問３１．避難費用が、避難指示等の解除から相当期間経過後には賠償対象ではなく

なるのは何故か。 

 

問３２．相当期間経過後も賠償が認められる「特段の事情がある場合」とは、具体

的にどのような場合を想定しているのか。 

 

問３３．屋内退避区域の解除後、緊急時避難準備区域に設定されなかった区域及び

南相馬市における相当期間を平成２３年７月末（一部８月末）までとした根拠は

何か。 

 

問３４．南相馬市の例を踏まえると、緊急時避難準備区域等の他の区域における避

難指示等解除後の「相当期間」とは、実際には何ヶ月程度になるのか。 

 

⑤一時立入 

問３５．一時立入の際に遠方から飛行機で駆けつけ、前泊/後泊をした場合の費用

は賠償の対象となるのか。また、一時立入でペットの移動費用や自家用車の移動

費用は賠償の対象となるのか。 

 

問３６．一時立入の際の費用として交通費、宿泊費に加えて、人件費相当分（一時
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立入により、就労できなかったことによる給料減少分等）は賠償の対象にならな

いのか。 

 

問３７．車を警戒区域内から持ち帰った場合、放射線で汚染されて毀損した価値は

賠償されるのか。 

 

問３８．警戒区域以外にある避難指示等区域内の自宅に一時帰宅した際に要した交

通費、宿泊費等は賠償の対象となるのか。 

 

⑥生命・身体的損害 

問３９．ここでいう「精神的障害」には、ＰＴＳＤやうつ病も含まれるのか。 

 

⑦精神的損害 

(a)対象 

問４０．精神的損害として、一人月額１２万円が目安とされる「避難所等」には、

具体的にどこが含まれているのか。 

 

問４１．緊急時避難準備区域で避難をしていない住民も多大な精神的苦痛を被って

おり、避難した住民との公平性の観点からも、かかる精神的苦痛について賠償の

対象とすべきではないか。 

 

問４２．緊急時避難準備区域に指定されたが、特定避難勧奨地点にも新たに指定さ

れた。今回、特定避難勧奨地点に設定されたために避難した場合、賠償の対象と

なるのか。 

 

問４３．特定避難勧奨地点は計画的避難区域と比べて放射線量に有意な差はなく、

同地点の残留者も賠償の対象とすべきではないか。 

 

問４４．避難までの間、飯舘村等の住民は高い線量の放射線を浴び、健康が心配。

このような健康不安については賠償対象となるのか。 

 

問４５．精神的損害の算定にあたっては、避難等を余儀なくされたことに伴い、趣

味や娯楽等ができなくなったことによる精神的苦痛も考慮されるのか。 

 

問４６．避難によって家族同然のペットと別れることを余儀なくされたことに伴う、

精神的苦痛は賠償の対象となるのか。 

 

問４７．子供を持つ家庭は放射線の影響を特に心配しており精神的苦痛は甚大だが、

賠償の対象となるのか。 
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問４８．高い放射線量が検出された学校の校庭では、児童・生徒は運動制限等のス

トレスがたまるが、精神的苦痛として考慮されるのか。 

 

（関連問．）高い放射線量が検出された学校の校庭は避難指示等区域外の地域にも

多く見られるが、この場合の精神的苦痛も賠償対象になるのか。 

 

問４９．原発作業員等の本件事故の復旧作業等を行った者についても、相当量の放

射線に被曝した場合の精神的苦痛は賠償対象になるのか。 

 

問５０．今回の中間指針で対象となっていない精神的苦痛は慰謝料支払の対象とは

ならないのか。 

 

(b)額・期間 

問５１．交通事故の場合には時間の経過とともに傷が癒えていくが、今回の事故に

よる避難の場合には帰れない日が延びるほど苦痛が増していくので、時間の経過

によって損害額が半減するのはおかしいのではないか。 

 

問５２．精神的損害額の算定のうち、避難所のみ金額が加算されているのはなぜか。

過酷な生活を送ったのは、どこに避難していても同じではないか。 

 

問５３．慰謝料を日割りで請求することはできるのか。 

 

（関連問．）屋内退避に伴う慰謝料も日割りで請求できるのか。 

 

問５４．現在避難をしていないが、これから避難をしても慰謝料は支払われるのか。 

 

問５５．特定避難勧奨地点から避難した住民に係る精神的損害の起算点はいつか。 

 

問５６．第３期の期間は、最長でどのくらいが想定されるか。 

 

問５７．精神的損害の終期（第３期の期間）は、具体的にいつ頃示される予定なの

か。 

 

⑧就労不能等に伴う損害 

問５８．家内労働者など、個人事業主等であって、委託等により他者の事業に従属

する者の減収分については、就労不能等に伴う損害の対象ではなく、営業損害の

対象となると考えてよいか。 
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問５９．就労不能等に伴う損害の期間は、最長でどのくらいが想定されるか。 

 

問６０．就労不能等に伴う損害の終期は、今後具体的にいつ決められるのか。 

 

問６１．どの程度の就労であれば「特別の努力」を行ったことになるのか。 

 

（関連問．）自警団で勤務したことは「特別の努力」に当たるのか。 

 

問６２．もし、就労により収入を得ても休業損害に係る賠償金から控除されるのな

ら、働いても働かなくても得られるお金は同じで、働かない方が良いのではない

か。 

 

⑨財物価値の喪失又は減少等 

問６３．代替性がない財物として、住宅や宅地は含まれるのか。 

 

問６４．減価償却が終わった資産について、簿価を基準に財物の価値を算出するこ

とは認められるのか。 

 

問６５．避難している間に自宅が窃盗に遭った場合の被害は賠償の対象になるのか。 

 

問６６．避難指示等区域内の設備・器具・土地・建物等が被曝したことによる価値

の喪失又は減少や除染費用等は賠償の範囲か。 

 

問６７．避難指示等区域内の建設現場における足場、重機等の設備・器具等が被曝

したことによる事業（建築等）のやり直しに必要な追加費用は賠償の範囲か。 

 

問６８．避難指示等区域外の土地について、財物価値の喪失又は減少や除染費用等

の損害は賠償の対象となるのか。 

 

問６９．避難指示等区域外で、自主的に避難した賃借人の未収賃料は賠償の範囲か。 

 

＜企業等事業者の方向け＞ 

①営業損害 

問７０．「売上高」を「収益」に、「売上原価」を「費用」にそれぞれ変更したこと

により、具体的に何がどのように変わったのか。 

 

問７１．実際に発生している損害だけでなく、将来の逸失利益についても損害賠償

金の額に算定されるべきではないか。また、逸失利益は何を基準に算定するのか。 
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問７２．営業利益が出ておらず赤字経営の場合、賠償の対象とならないのか。 

 

問７３．避難指示等区域内で実施中の事業（建築等）について、途中で避難したこ

とによって完成時期が遅れ、予定よりも収益事業の開始が遅れたことによる減収

分は賠償の範囲か。 

 

（関連問．）避難指示等区域内で実施中の事業（建築等）について、本件事故を理

由に施主より解約された場合の仕掛かり金はどうなるのか。 

 

問７４．避難指示等区域内で実施中の事業（建築等）について、途中で避難したこ

とによって工事が中断し、その間機材のリース料金や火災保険料がかかり続けて

いる。この追加費用は賠償の範囲か。 

 

問７５．リース契約をしていた避難指示等区域内の設備・器具等が被曝したことに

よって買い取ることになった場合の費用は賠償の範囲か。 

 

問７６．リース事業者においては、何が賠償対象となるのか。 

 

問７７．事故により、やむなく金融機関からの融資を受けた場合、それにかかった

金利は賠償の対象となるのか。 

 

問７８．預金取扱金融機関においては、何が賠償対象となるのか。 

 

問７９．避難指示等区域内で休業せざるを得ないことによる区域内の企業等の収益

減、その間に支払った給与は賠償の範囲か。 

 

問８０．避難指示等区域内から区域外に営業拠点を移転して経営を継続させるため

の区域内の企業等の移転費用及び追加的費用は賠償の範囲か。 

 

問８１．避難指示等区域内から区域外に営業拠点を移転し、又は転業した場合には、

どのような範囲の投資費用（土地・建物・機械等の固定資産の取得）が賠償の対

象となるのか。 

 

問８２．避難指示等区域内の企業等が区域外に移転した際、新たな資材調達先等を

構築するために必要となる費用は賠償の範囲か。 

 

問８３．避難指示等区域外の企業等が区域内に重機や車両等を置き去りにしてきた

ために他の事業に生じた収益減は賠償の範囲か。 
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問８４．避難指示等区域内の従業員等が避難したことによって経営体制が保てなく

なった区域外の企業等の収益減は賠償の範囲か。 

 

問８５．避難指示等区域外にあるホテル・旅館や医療機関・社会福祉施設等が避難

者を受け入れたことにより生じた減収分及び追加的費用に係る損害については、

賠償の対象となるのか。 

 

問８６．営業損害の終期は、最長でどのくらいが想定されるか。 

 

問８７．営業損害の終期は、今後具体的にいつ決められるのか。 

 

問８８．営業損害の終期に関して、どういったものであれば「特別の努力」を行っ

たことになるのか。 

 

問８９．避難指示等区域内で休業せざるを得ないことによって運転資金がなくなり、

廃業となった場合の操業再開に係る費用は賠償の範囲か。 

 

問９０．避難指示等区域内で事業を営んでいたが、避難指示等により事業に支障が

生じ、倒産・廃業せざるを得なくなった場合、賠償の対象となる金額はどのよう

なものとなるのか。また、廃業した際の保有している資産の評価はどのように算

定されるのか。 

 

問９１．倒産・廃業した場合に賠償される逸失利益の「一定期間」とは、具体的に

どれくらいの期間なのか。 

 

問９２．移転・転業した場合に賠償される逸失利益の「一定期間」とは、具体的に

どれくらいの期間なのか。 

 

問９３．倒産・廃業時にどの程度の努力を行えば「特別の努力」を講じたことにな

るのか。 

 

問９４．企業等が津波で多大な被害を受けている場合には、避難指示等区域内であ

っても賠償されないのか。 

 

問９５．津波で被害を受けた避難指示等区域内の設備等について復旧作業ができず、

営業ができないことによる区域外の企業等の収益減は賠償の範囲か。 

 

問９６．避難指示等区域内で営業ができなかった（バス、タクシー等）ことによる

区域外に営業拠点のある企業等の収益減は賠償の範囲か。 
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問９７．避難指示等区域内を通常の移動経路としていた運送会社等が同区域を迂回

するための費用増加分は賠償の範囲か。 

 

問９８．避難指示等区域内に居住していた従業員が避難したため、同区域外の事業

者が負担した通勤費の増加分に係る費用・借上げ住居費用は賠償の範囲か（避難

場所からの移動手段として補助のために企業等が手当てしたバス等の費用は損

害賠償の範囲か）。 

 

問９９．屋内退避区域内にある事業所が自主的に従業員を休ませたため、営業でき

なかったことによる収益減は賠償の範囲か。 

 

②航行危険区域等・飛行禁止区域の設定に係る損害 

問１００．航行危険区域等の設定により、操業できなかった漁業者等の収益減は賠

償の範囲か。 

 

問１０１．航行危険区域等内及び飛行禁止区域内を通常の航路及び空路としていた

運送会社等が同区域を迂回する費用増加分は賠償の範囲か。 

 

③その他の政府指示等に係る損害 

問１０２．その他の政府指示等のうち、水に係る摂取制限指導及び放射性物質検査

の指導については、具体的にどういう内容であるか。また、賠償の対象となる損

害の内容は、具体的にどういうものであるか。 

 

問１０３．水道水の摂取制限に伴う風評等により、消費者が水道水の飲用を控え、

ペットボトル水等を購入した場合の費用については、賠償の対象となるのか。 

 

問１０４．その他の政府指示等のうち、放射性物質が検出された上下水処理等副次

産物の取扱いに関する指導については、具体的にどういう内容であるか。また、

賠償の対象となる損害の内容は、具体的にどういうものであるか。 

 

問１０５．その他の政府指示等により、同指示等の対象事業者が避難指示等区域外

において講じた措置等により発生した追加的費用等は賠償の対象となるのか。 

 

問１０６．避難指示等区域ではなくても、子供に対する放射線の影響が心配。独自

に校庭の土壌を撤去したが、その費用は賠償対象となるのか。 

 

④いわゆる風評被害 

問１０７．観光業における風評被害の損害額は、どのように算定するのか。 
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問１０８．観光業の風評被害が福島県、茨城県、栃木県、群馬県にしか認められな

かった理由は何か。 

 

問１０９．「観光業の活用する観光資源の特徴等の個別具体的な事情」とは何か。

具体例は。 

 

問１１０．外国人観光客について、事故発生後に新規予約が減少した部分が入らな

い理由は何か。 

 

問１１１．外国人観光客について、既存予約分も、平成２３年５月末までのものし

か認められない理由は何か。 

 

問１１２．福島県内の避難指示等区域外への資材の運搬を配送業者が拒否したため、

引取りのために同県外に出向いた費用は賠償の範囲か。 

 

問１１３．避難指示等区域周辺での物流が忌避され、物資の調達が遅れたために生

じた事業者の収益減は賠償の範囲か。 

 

問１１４．避難指示等区域外における不動産取引等について、本件事故を理由とし

た契約の解約やキャンセル、当初予定価格よりも減額して行った契約については

賠償の範囲か。 

 

問１１５．製造・販売を行う物品又は提供するサービス等、あるいはサービス等を

提供する事業者の来訪拒否による風評被害が福島県のみしか認められなかった

理由は何か。 

 

問１１６．外国人労働者等が帰国したことによって生じた避難指示等区域外の企業

等の収益減は賠償の範囲か。 

 

問１１７．外国人技術者等の来日拒否によって、国外に持ち出して作業を行わざる

を得ない場合の費用は賠償の範囲か。 

 

問１１８．福島県以外に外国人技術者等が来訪する類型について、事故発生後に新

規契約が減少した部分が入らない理由は何か。 

 

問１１９．福島県以外に外国人技術者等が来訪する類型について、既存予約分も、

平成２３年５月末までのものしか認められない理由は何か。 
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（関連問．）我が国に来てどのくらい経過した段階で「海外に在住する外国人」で

はなくなるのか。 

 

問１２０．外国船舶の寄港拒否により生じたコスト増や減収についてはどの範囲で

賠償の対象となるか。（外航、商社、港湾管理者等） 

 

問１２１．輸出に係る被害については、どのような品目についてどのような損害が

賠償の対象となるのか。（商品等の放射線量検査等の費用、風評被害による輸出

減少に係る損害及び輸出減少に係る運送事業者等の間接被害 等） 

 

問１２２．仮に既に輸出等をしていなかった場合においても、例えば継続的に取引

していたような取引先との新規契約ができないことで営業に支障が出ている場

合には、風評被害を認めるべきではないか。 

 

⑤いわゆる間接被害 

問１２３．避難指示等区域外に営業拠点を置いている事業者について、避難指示等

区域の住民が避難し、商圏を喪失したことにより生じた減収等の損害は賠償の対

象となるのか。 

 

問１２４．避難指示等区域内の企業等が休業していることによる区域外の取引先企

業等での収益減、新規調達先を獲得する費用は賠償の範囲か。 

 

問１２５．いわゆる間接被害における代替性の有無は、具体的にどのように判断す

ればよいのか。 

 

⑥検査費用（物） 

問１２６．避難指示等区域外で企業等が行う、取引先から要求された商品等（農林

水産物及び食品を除く。）の放射線量検査（機器の購入を含む。）、安全証明の取

得費用は賠償の範囲か。 

 

＜農林漁業・食品産業の方向け＞ 

①避難等の指示関係 

問１２７．避難指示等により事業に支障が生じ、倒産・廃業せざるを得なくなった。

この場合、賠償の対象となる金額はどのようなものとなるのか。また、農林漁業

者に「特別な考慮をする」とは、具体的にどのようなことか。 

 

問１２８．避難指示等区域内の農地の除染費用が非常に高額になり、農地自体の時

価を上回る場合も、除染費用は全額賠償されるのか。 
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②出荷制限等関係 

問１２９．出荷制限指示等の対象品目であるが、事故発生時以前又は出荷制限指示

以前に仕入れたものに係る減収分及び追加的費用は賠償の対象となるのか。 

 

問１３０．自家消費用に栽培していた農林産物が、摂取制限指示により食べられな

くなったが、賠償の対象となるのか。問１３１３．県の出荷自粛要請により放射

性物質に汚染された稲わらや当該稲わらを給与した肉牛の出荷を自粛した場合

の減収分は賠償の対象となるのか。 

 

問１３２．「政府等による農林水産物等の出荷制限指示等」には、肥料、土壌改良

資材、培土、飼料等の施用、使用、生産、流通等に係る政府等の指示等も含まれ

るのか。 

 

問１３３．堆肥等の生産・流通等の自粛要請を受けた畜産農家や堆肥の流通業者に

生じる減収や追加的費用については、賠償の対象となるのか。 

 

③いわゆる風評被害 

問１３４．農林水産物の風評被害について、原則として賠償すべき損害と認められ

る品目・地域について、今回新たに追加された理由如何。 

 

問１３５．原則として賠償すべき損害の類型の対象となっていない地域において生

じた風評被害については、賠償の対象とならないのか。 

 

問１３６．農林漁業者やその組織する団体（農協や漁協等）が風評被害が原則賠償

対象となっている農林水産物を加工していた場合、当該加工品について生じた風

評被害も賠償の対象となるのか。 

 

問１３７．農林水産物について風評被害として原則賠償対象と認められている県内

において、当該品目を扱う観光農園、遊漁事業、潮干狩り事業等について生じた

売上の減少についても賠償の対象となるのか。 

 

問１３８．暫定規制値を上回るセシウムが検出された牛肉が流通したことにより、

各地で牛肉の価格が低下しているが、原則として賠償の対象となる地域以外の地

域で発生した買い控え等による被害については対象とならないのか。 

 

問 １３９．中間指針第７の２のⅠ）において示された農林水産物・食品の風評被

害に関する類型には、輸出分に関して生じた損害も含まれるのか。 
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問１４０．農林水産物の検査費用については、どのような範囲で賠償の対象となる

のか。 

 

問１４１．輸入船舶の寄港拒否により、輸入商社等に生じた転送コストや海上運賃

等の追加的費用は賠償の対象となるか。 

 

④いわゆる間接被害 

問１４２．避難指示等により代替可能な原材料の調達に支障が生じた食品事業者の

場合、調達までの間に生じた減収や、代替品調達のための費用等の追加的費用は

賠償の対象となるのか。 

 

＜自治体関係者向け＞ 

問１４３．避難を余儀なくされた市町村の移転費用や住民避難に要した経費、県外

等に避難した住民への行政サービス提供のための追加的経費、がれき処理、火葬

場作業等の人件費等については、賠償の対象となるのか。 

 

問１４４．避難指示等区域外でも比較的放射線量が高い地域において、市町村独自

で放射線モニタリングや住民の健康調査を行う経費は賠償の対象となるのか。 

 

問１４５．自治体が運営・管理している公共施設・公有財産についても、風評被害

による売上減は賠償対象になるのか。 

 

問１４６．避難等に伴い住民の県外移住・定着により、被災市町村での人口が減少

した場合、住民税の減少は賠償対象になるのか。 

 

＜その他＞ 

問１４７．国からの補助金を受けて原発事故からの復興に取り組んでいるが、もら

っている補助金の額が損害賠償金から控除されてしまうのか。 

 

問１４８．勤務先が避難指示等に伴い休業し、現在雇用保険法の特例措置で失業等

給付を受給している。この場合、東京電力から支払われる就業不能等に伴う損害

賠償金の額から、当該給付額は控除されてしまうのか。 

 

問１４９．警戒区域内に居住していた自営業者の６３才の夫が避難先で死亡し、子

が一人いるため、国民年金法に基づく遺族基礎年金（これまで支給を受けた額３

００万円＋支給が確定した額２５万円）と生命保険契約に基づく生命保険金（３，

０００万円）の両者を受給した。併せて、日本赤十字社より、義援金２００万円

を受け取った。東京電力には逸失利益として３，０００万円の請求を行うことを

考えているが、仮に全額が認められたとして、この中からどれだけの金額が控除
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される可能性があるのか。 

 

問１５０．中間指針において明示されていない給付金等については、損害額から控

除すべきかすべきでないか、どのように判断されるのか。 

 

問１５１．東電が損害賠償金を支払う際に控除することができるとされる「既に被

害者に支払われた、あるいはそれと同視し得る程度にその存続及び履行が確実で

あるということができる場合」とは、具体的にはどのような場合か。
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